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（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 本論文は、19世紀後半ドイツの法学基礎論に始まり、19世紀末から20世紀初頭にか
けて主としてアメリカの分析法理学に受け継がれた権利概念論ないし法律関係論にか
かわる殆ど全ての学説を、その後の現代的論争も視野に収めつつ、「権能」概念が法
律関係の進展を含むその記述において不可欠の役割を果たすという立場から、詳細か
つ根本的に検討する試みである。 
 本論文の第一の学術的意義は、ホーフェルドによって権利・義務関係、特権・無権
利関係、権能・責任関係、免除権・無能力関係として図式化された法律関係を、彼の
法律関係論の前史と後史を含めて、詳細かつ正確に解明した点にある。関連する殆ど
全ての文献が取り上げられ、本論文の著者が意図したわけではないが、結果的に、法
律関係論の百科全書と呼ぶべきものになっている。この点に関しては世界最高水準の
論文である。とりわけ、法律関係論の中心人物の一人として登場するテリー教授から
東京大学で直接教えを受けた高柳賢三すら理解することができなかったコクーレクの
法律関係論を自家薬籠中のものにしている点は特筆に値する。 
 本論文の第二の学術的意義は、権能概念を債務不履行や不法行為等、違法な権能行
使あるいは義務違反の権能にまで広げるべきことを主張した点にある。この立場に対
しては、権能概念が学説史的には法律行為の概念に由来することから、違法行為には
意思行為はあっても意思表示における効果意思に相当するものがないという趣旨の学
問的に首肯しうる反論から、「不正なまたは違法な権能の行使」という言い方は直観
に反するといった素朴な反論まで、多くの異論がある。本論文の著者の主張の根拠
は、法律関係の進展の圧倒的多くは義務者が負う義務の違反に始まるということであ
る。債権者は、債務者が債務不履行を行うまでは裁判に訴えることができない。それ
を、義務者がもつ義務違反権能の行使と表現することに多くの学者は反対するであろ
うが、それは法律関係の進展の完全な記述を放棄したという自白にすぎない。言われ
てみれば当たり前だが、義務者がその履行権能を行使して義務を消滅させる場合など
も含めて、法律関係の進展の多くにおいて、権利者ではなく義務者がイニシアチブを
もつ点に注目して権能概念の意義を強調する法律関係論も、おそらく世界初である。
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成29年2月2日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
